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ページ 取り組むべき施策 関係課 事業名及び概要 令和6年度の取組実績等 令和7年度の取組予定
評価

（個別）
総合評価

健康長寿課

食育推進計画重点項目推進事業
コバトン健康メニューを県ホームページで紹介すると
ともに、飲食店、スーパー等での販売を推進する。
8020運動推進特別事業
　市町村関係者や病院等施設関係者などに対し、各ラ
イフステージの特性に応じた各種研修会を開催する。
※かかりつけの歯科医師を持つことに特化した事業
（予算）なし。

・県内１５７の店舗で弁当や食事を提供している
（令和６年３月末現在）。令和６年度も継続中（店舗
数は年度末に集計）
・公式クックパットにてコバトン健康メニューを掲載
新たに１２２レシピを掲載した。（令和６年３月末現
在）。令和６年度も新規掲載中（掲載数は年度末に集
計）
・指標　かかりつけの歯科医師（歯科医院）を持つ者
の割合の増加
  策定時77.9%（R2年度）→現状値79.2%（R4年度）
・研修会等の開催（代表例）
　成人歯科保健推進研修会
　　　R4:3回151名、R5:3回136名

・コバトン健康メニューを県ホームページで紹介する
とともに、飲食店、スーパー等での販売を推進する。
・指標　かかりつけの歯科医師（歯科医院）を持つ者
の割合の増加
・研修会等の開催（代表例）
　成人歯科保健推進研修会（3回予定）

A

保健体育課

○保健教育の推進
　児童生徒の発達の段階を踏まえ、学習指導要領に基
づき、保健教育を系統的に実施。

○食育の推進
・HPによる普及啓発
・食育推進リーフレットを県内全小中学校へ送付
・小中学校等食育指導力向上授業研究会の開催

○保健教育の推進
　児童生徒の発達の段階を踏まえ、学習指導要領に基
づき、保健教育を系統的に実施。
＜参考：学習指導要領解＞
【小学校】病気の予防（第６学年で履修）
　・生活行動が主な要因となって起こる病気の予防
　・喫煙、飲酒、薬物乱用と健康
【中学校】健康な生活と疾病の予防（第２学年で履
修）
　・生活習慣病などの予防
　・喫煙、飲酒、薬物乱用と健康
【高等学校】現代社会と健康
　・生活習慣病などの予防と回復
　・喫煙、飲酒、薬物乱用と健康

○食育の推進
・HPによる普及啓発（学校における食育推進の取組事
例等）
・食育推進リーフレットを県内全小中学校へ送付（小
１、小５、中１、中３）
・小中学校等食育指導力向上授業研究会の開催（5回）

○保健教育の推進
　児童生徒の発達の段階を踏まえ、学習指導要領に基
づき、保健教育を系統的に実施。

○食育の推進
・HPによる普及啓発
・食育推進リーフレットを県内全小中学校へ送付
・小中学校等食育指導力向上授業研究会の開催

A

疾病対策課

〇循環器対策推進事業
　循環器病に関する知識の普及啓発を目的とし、県
民向け公開講座、県広報誌(彩の国だより)への掲
載、民間企業の広報誌への掲載、ポスターチラシの
作成・配布、県ホームページ・ＳＮＳ等による啓発
を実施。

〇循環器対策推進事業
　県民向け公開講座(1回)、
　日本心不全学会市民公開講座(知事登壇)
　県広報誌(彩の国だより)への掲載8月、1月
　民間企業の広報誌への掲載(コープ)、
　ポスターチラシの作成・配布、年１回
　ラジオCMによる啓発　1クール
　県ホームページ・ＳＮＳ等随時更新・発信

〇循環器対策推進事業
　県民向け公開講座
　県広報誌(彩の国だより)への掲載、
　民間企業の広報誌への掲載、
　ポスターチラシの作成・配布、
　県ホームページ・ＳＮＳ等により啓発

A

(ｲ) 233

県民に対し、循環器病の危険因子や兆候、原因疾患
についての普及啓発を図ります。あわせて、県民に身
近な医療機能の充実を図るための研修会等を開催し
ます。

疾病対策課

〇循環器対策推進事業
　循環器病に関する知識の普及啓発を目的とし、県
民向け公開講座、県広報誌(彩の国だより)への掲
載、民間企業の広報誌への掲載、ポスターチラシの
作成・配布、県ホームページ・ＳＮＳ等による啓発
を実施。

〇循環器対策推進事業
　県民向け公開講座(1回)、
　日本心不全学会市民公開講座(知事登壇)
　県広報誌(彩の国だより)への掲載8月、1月
　民間企業の広報誌への掲載(コープ)、
　ポスターチラシの作成・配布、年１回
　ラジオCMによる啓発　1クール
　県ホームページ・ＳＮＳ等随時更新・発信

〇循環器対策推進事業
　県民向け公開講座
　県広報誌(彩の国だより)への掲載、
　民間企業の広報誌への掲載、
　ポスターチラシの作成・配布、
　県ホームページ・ＳＮＳ等により啓発

A

イ

(ｱ) 233

栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及
び歯・口腔についての健康に関する生活習慣や社会
環境の改善を通じた生活習慣病の予防を推進するた
めに、健康づくり対策や食育の推進、学校における教
育も含めた子供の頃からの循環器病に関連する知識
の普及啓発に取り組みます。

 埼玉県脳卒中・心臓病その他の循環器病対策推進計画 （現計画） の取組実績及び評価（令和7年1月調査）
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ページ 取り組むべき施策 関係課 事業名及び概要 令和6年度の取組実績等 令和7年度の取組予定
評価

（個別）
総合評価

健康長寿課
地域・職域連携推進事業
保健指導実施者への研修等を実施し、資質の向上を図
る。

・保険者協議会と共同で、保健指導実務者研修会を開
催した（開催回数：２回　修了者数：134名）
・特定健診・特定保健指導従事者スキルアップ研修会
を開催予定（全2回・第1回42名、第2回約382名予定）
・地域・職域連携推進担当者会議で、関係機関（労働
局、保険者、保健所）と情報交換や健康課題等を共有
した（参加者数38名）。

保健指導実施者への研修等を実施し、資質の向上を図
る。

A

国民健康保険保険給付費等交付金（特別交付金）を活
用した財政支援

市町村国保の保健事業に係る経費助成、インセンティ
ブを付与するために市町村の特定健康診査の受診率や
特定保健指導の実施状況等の取組状況を評価し交付す
ることで、特定健診の受診率の向上などを支援

市町村国保の保健事業に係る経費助成、インセンティ
ブを付与するために市町村の特定健康診査の受診率や
特定保健指導の実施状況等の取組状況を評価し交付す
ることで、特定健診の受診率の向上などを支援予定

A

市町村に対する指導助言
特定健康診査の受診率や特定保健指導の実施状況が
低調な市町村等を実地で指導・助言（特別指導助言）
し、実施率向上等を支援(３市町村)

特定健康診査の受診率や特定保健指導の実施状況が
低調な市町村等を実地で指導・助言（特別指導助言）
し、実施率向上等を支援予定

A

疾病対策課
〇循環器対策推進事業
　循環器病を早期診断するための効果的な取組の実
施

〇循環器対策推進事業
　循環器病を早期診断するための効果的な取組
　・患者向けチラシの配布

〇循環器対策推進事業
　循環器病を早期診断するための効果的な取組に関
する検討（協議会、部会等）

A

消防課

埼玉県メディカルコントロール協議会
救急業務の高度化が図られるよう、救急救命士に対す
る指示体制や指導・助言体制の調整、救急活動の事後
検証に必要な措置に関する調整、研修等に関する調整
を行う。

第１回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和６年１１月２８日開催）
第２回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和７年３月１９日開催予定）

第１回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和７年１１月開催予定）
第２回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和８年３月開催予定）

A

医療整備課

ドクターカー広域運行拠点の整備
東西２か所の救命救急センターに24時間体制のドク
ターカー広域運行拠点を整備す、広域的なドクター
カーの運行を支援する。
・ドクターヘリ運営事業費
重篤患者の救命率向上と後遺症の軽減を図るため、救
急医療ヘリコプター(ドクターヘリ)による救急医療体
制を整備するとともに、他県との広域連携ができる体
制を構築する。

○２４時間体制のドクターカー広域運行拠点の２病院
に対し、運転手を確保に関する補助金の交付。
○ドクターヘリ運航調整委員会の開催。
○埼玉県ドクターヘリ・ドクターカー合同連絡会議の
開催。

○２４時間体制のドクターカー広域運行拠点の２病院
に対し、運転手を確保に関する補助金の交付。
○ドクターヘリ運航調整委員会の開催。
○埼玉県ドクターヘリ・ドクターカー合同連絡会議の
開催。

A

b 234

救急隊と医療機関との連携を強化し、救急救命士へ
の医療行為の指示・指導体制、医学的観点からの事
後検証体制、救急隊員の資質向上を図るための病院
実習等の再教育体制等を確立することで、速やかに
専門的な診療が開始できる体制を構築し、救急業務
の高度化を図ります。

消防課

埼玉県メディカルコントロール協議会
救急業務の高度化が図られるよう、救急救命士に対す
る指示体制や指導・助言体制の調整、救急活動の事後
検証に必要な措置に関する調整、研修等に関する調整
を行う。

第１回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和６年１１月２８日開催）
第２回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和７年３月１９日開催予定）

第１回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和７年１１月開催予定）
第２回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和８年３月開催予定）

A

c 234

消防法で規定する「傷病者の搬送及び受入れの実施
に関する基準」について、適時必要な協議及び調整を
行い、傷病者の状況に応じた適切な搬送及び受入体
制等の見直し、改善を進めます。

消防課

埼玉県メディカルコントロール協議会
救急業務の高度化が図られるよう、救急救命士に対す
る指示体制や指導・助言体制の調整、救急活動の事後
検証に必要な措置に関する調整、研修等に関する調整
を行う。

第１回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和６年１１月２８日開催）
第２回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和７年３月１９日開催予定）

第１回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和７年１１月開催予定）
第２回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和８年３月開催予定）

A

消防課

埼玉県メディカルコントロール協議会
救急業務の高度化が図られるよう、救急救命士に対す
る指示体制や指導・助言体制の調整、救急活動の事後
検証に必要な措置に関する調整、研修等に関する調整
を行う。

第１回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和６年１１月２８日開催）
第２回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和７年３月１９日開催予定）

第１回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和７年１１月開催予定）
第２回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和８年３月開催予定）

A

医療整備課

救急医療情報システム機能強化費
救急隊からの受入要請時に活用できる、動画や画像、
チャットの送信機能を新たに追加することにより、円
滑かつ迅速な救急搬送体制の確保を図る。

○システム機能強化検討会議を２回開催
○一部の消防本部、医療機関の協力で試験を実施
○年度末の運用開始を予定

医療機関、消防本部のニーズを把握しながら、新たな
改修の必要性や運用方法の検討を行う。

S

薬務課

AED普及推進事業
突然の心停止から県民の尊い命を救うため、ＡＥＤの
設置促進、救命講習会の受講促進など、ＡＥＤの普及
を通じて県民の救命意識及び心停止者の救命救急の向
上を図る。

〇AED設置台数　14,907件（12月末現在）
〇GIS(地理情報システム)におけるAEDマップの公開
〇AED普及啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄ 47,000部作成  (令和6年10月）
〇設置済み施設に対する適正管理の勧奨

〇GIS(地理情報システム)におけるAEDマップの公開
〇AED普及啓発ﾘｰﾌﾚｯﾄの作成・配布
〇設置済み施設に対する適正管理の勧奨
〇24時間利用可能なAEDの設置促進

A

⑵
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医療保険者が行う特定健康診査・特定保健指導な
ど、生活習慣病の予防及び早期発見する取組を支援
し、発症予防をするとともに、生活習慣病に限らず循
環器病を早期発見するための効果的な取組について
検討します。

プレホスピタル・ケア（病院前救護）の充実のために、
救急医療情報システムの機能を拡充するとともに、救
急救命士の養成に努めます。さらに、ＡＥＤの一層の
設置促進に向けた啓発やＡＥＤ設置場所についての
情報提供等を行うとともに、企業・県民に対し救命講
習の受講を働き掛けます。

233

平時のみならず、感染症発生・まん延時や災害時等
においても、救急現場から急性期医療を提供できる医
療機関に迅速かつ適切に搬送するため、ドクターヘリ
及びドクターカーの効果的な活用や必要とされる設備
等について検討するなどメディカルコントロール体制
の整備を促進します。

234d

国保医療課

(ｲ)
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ページ 取り組むべき施策 関係課 事業名及び概要 令和6年度の取組実績等 令和7年度の取組予定
評価

（個別）
総合評価

消防課

埼玉県メディカルコントロール協議会
救急業務の高度化が図られるよう、救急救命士に対す
る指示体制や指導・助言体制の調整、救急活動の事後
検証に必要な措置に関する調整、研修等に関する調整
を行う。

第１回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和６年１１月２８日開催）
第２回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和７年３月１９日開催予定）

第１回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和７年１１月開催予定）
第２回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和８年３月開催予定）

A

医療整備課

埼玉県急性期脳卒中治療ネットワーク（SSN）の整備
急性期脳梗塞治療（ｔ－PAや血栓回収療法）を実施可
能な医療機関を確保し、脳卒中治療に係る搬送体制を
確保する。

○SSNの実績照会・集計
○令和5年度の運用変更後の実績（SSN対象患者のうち
主幹動脈閉塞の割合等）を踏まえて、陽性項目数（２
項目）の妥当性について検証するため、データの集計
を実施。

○SSNの実績照会・集計
○運用変更後の実績（SSN対象患者のうち主幹動脈閉塞
の割合等）を踏まえた運用を適切に行うことにより、
脳卒中治療に係る搬送体制を確保する。

A

(b) 235

特に県立循環器・呼吸器病センターについては、専門
領域の救急医療などの充実に努め、県北地域におけ
るＳＳＮの基幹病院として、脳卒中治療に係る中核的
な役割を担っていきます。

保健医療政策課
　県北地域におけるＳＳＮ基幹病院として、脳卒中患
者を中心とした救急患者の積極的な受入れ

　県北地域を中心に、脳卒中関連の救急患者を積極的
に受け入れた。
■Ｒ６年度実績（12月末時点）
・ 脳神経外科の救急患者受入件数５３５件
　 うち救急車によるもの        ４３４件
　 うちＳＳＮ適用件数          １９９件
・ 【参考】
　 救急車による救急患者受入件数１,５１０件（セン
ター全体）

　県北地域におけるＳＳＮ基幹病院として、ｔ-ＰＡ療
法に加え、血栓回収療法や開頭手術などの高度な治療
を提供することにより、治療困難な脳動脈瘤、脳梗
塞、脳腫瘍、血管奇形などの様々な疾患患者の受入拡
大を図る。
　また、消防本部との連携を強化しながら、脳疾患の
緊急性の高い救急患者に２４時間３６５日対応する体
制をとり、救急患者を積極的に受入れ、断らない救急
に努める。

A

保健医療政策課

〇地域保健医療計画等推進事業
　良質かつ適切な医療提供体制を確保するとともに県
民の健康の保持と医療の効率的な提供を推進するた
め、関係者で構成する協議会を設置し、埼玉県地域保
健医療計画の推進を図る。また、地域医療構想の達成
に向けた協議を進める。

・病床機能報告の結果等データに基づく協議
　圏域の医療提供体制についての客観的なデータを会
議に提供するとともに、圏域ごとのデータや課題を見
える化することで、他圏域との比較により自圏域で更
なる整備が必要な事項の整理が図られるよう協議の場
を設定した。
・医療機関対応方針の協議・検証
　各医療機関が圏域において担う役割についての対応
方針について、協議・検証を行い、医療機関の自主的
な取組及び協議を促進した。
・地域医療における連携に関する協議
　県内医療機関あて実施したアンケート調査をもと
に、地域医療における連携に係る協議を実施した。

・病床機能報告の結果等に基づく協議
・医療機関対応方針の協議・検証

A

医療整備課 病院整備計画の公募

○第8次埼玉県地域保健医療計画に基づき病院整備計画
の公募を実施（9医療機関、159病床を採択予定）。
○各圏域の地域医療構想調整会議において、過去に採
択した病院整備計画の進捗状況の報告や他の医療機関
との連携状況について意見交換を行った。

○各圏域の地域医療構想調整会議において、過去に採
択した病院整備計画の進捗状況の報告や他の医療機関
との連携状況について意見交換を行う予定。

A

疾病対策課

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　医療連携体制の構築に向けた取組を行い、
急性期から回復期、生活期まで、患者の医療が
一貫して提供される体制を構築を目指す

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　埼玉県脳卒中心臓病等総合支援センターとの共催に
より、専門医療機関が少ない、秩父・北部地域の医療
機関を対象に、看護職を中心とした勉強会を開催。

○医療機関同士の連携に関する検討会議を実施。 A

(d) 235

急性期病床から回復期病床（地域包括ケア病床又は
回復期リハビリテーション病床）への転換を行う医療
機関に対して、施設整備費及び設備整備費を補助す
ることにより、転換を促進します。

医療整備課 病床機能転換促進事業の実施 ○転換病床数58床（2病院）の転換に対し補助予定。 ○病床機能転換促進事業の実施予定。 A

ＳＳＮ等の連携体制を整備するなど、救急搬送体制の
充実とともに救急隊と医療機関との連携強化を図り、
速やかに専門的な診療が開始できる体制の構築を促
進します。

234(a)

(C) 235

地域によって医療提供体制に差があるため、均てん
化を促進するとともに、急性期から回復期までの病床
の機能分化と生活期（維持期）まで切れ目なく移行で
きる連携体制の構築に取り組み、病態に応じた適切
な医療の提供を目指します。

ウ
 
循
環
器
病
に
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る
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ページ 取り組むべき施策 関係課 事業名及び概要 令和6年度の取組実績等 令和7年度の取組予定
評価

（個別）
総合評価

消防課

埼玉県メディカルコントロール協議会
救急業務の高度化が図られるよう、救急救命士に対す
る指示体制や指導・助言体制の調整、救急活動の事後
検証に必要な措置に関する調整、研修等に関する調整
を行う。

第１回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和６年１１月２８日開催）
第２回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和７年３月１９日開催予定）

第１回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和７年１１月開催予定）
第２回埼玉県メディカルコントロール協議会
（令和８年３月開催予定）

A

医療整備課

大動脈緊急症治療ネットワーク（SAN)の運用
緊急の外科手術の必要性の高い事案を見分ける観察基
準の作成、観察基準に合わせた医療機関リストの見直
し

○消防本部に搬送実績調査を行い、それを踏まえ、参
加医療機関に予後調査を実施した。

○継続的に消防機関に搬送実績調査を実施し、参加医
療機関にたいしては、予後調査を実施する。

○予後調査を踏まえ、観察シートの見直しを検討す
る。

A

(b) 235

特に県立循環器・呼吸器病センターについては、専門
領域の救急医療などの充実に努め、県北地域におけ
る急性心筋梗塞治療等の積極的な受入れや、ＳＡＮ
の基幹病院として、心血管疾患に係る中核的な役割
を担っていきます。

保健医療政策課
　県北地域におけるＳＡＮ基幹病院Ｂとして、心疾患
患者を中心とした救急患者の積極的な受入れ

　県北地域を中心に、心疾患関連の救急患者を積極的
に受け入れた。
■Ｒ６年度実績（12月末時点）
・ 心血管関連科（心臓外科・血管外科・循環器内科）
の
救急患者受入件数件　　　　　　 １,３４７件
　 うち救急車によるもの　　　　　 ７１２件
・ 【参考】
　 救急車による救急患者受入件数１,５１０件（セン
ター全体）

　県北地域におけるＳＡＮ基幹病院Ｂとして、手術が
困難な重症大動脈弁狭窄症や僧帽弁逆流症の患者に対
しては、病態に合わせたＴＡＶＩやマイトラクリップ
などの最適な医療を提供する。
　また、消防本部との連携を強化しながら、循環器の
緊急性の高い救急患者に２４時間３６５日対応する体
制をとり、救急患者を積極的に受入れ、断らない救急
に努める。

A

保健医療政策課

〇地域保健医療計画等推進事業
　良質かつ適切な医療提供体制を確保するとともに県
民の健康の保持と医療の効率的な提供を推進するた
め、関係者で構成する協議会を設置し、埼玉県地域保
健医療計画の推進を図る。また、地域医療構想の達成
に向けた協議を進める。

・病床機能報告の結果等データに基づく協議
　圏域の医療提供体制についての客観的なデータを会
議に提供するとともに、圏域ごとのデータや課題を見
える化することで、他圏域との比較により自圏域で更
なる整備が必要な事項の整理が図られるよう協議の場
を設定した。
・医療機関対応方針の協議・検証
　各医療機関が圏域において担う役割についての対応
方針について、協議・検証を行い、医療機関の自主的
な取組及び協議を促進した。
・地域医療における連携に関する協議
　県内医療機関あて実施したアンケート調査をもと
に、地域医療における連携に係る協議を実施した。

・病床機能報告の結果等に基づく協議
・医療機関対応方針の協議・検証

A

医療整備課 病院整備計画の公募

○第8次埼玉県地域保健医療計画に基づき病院整備計画
の公募を実施（9医療機関、159病床を採択予定）。
○各圏域の地域医療構想調整会議において、過去に採
択した病院整備計画の進捗状況の報告や他の医療機関
との連携状況について意見交換を行った。

○各圏域の地域医療構想調整会議において、過去に採
択した病院整備計画の進捗状況の報告や他の医療機関
との連携状況について意見交換を行う予定。

A

疾病対策課

〇循環器対策推進事業
　医療連携体制の構築に向けた取組を行い、
急性期から回復期、生活期まで、患者の医療が
一貫して提供される体制を構築を目指す

〇循環器対策推進事業
　脳卒中心臓病等総合支援センターとの共催により、
生活期を支える介護職向け研修を実施。
　循環器病協議会等での協議

○医療機関同士の連携に関する検討会議を実施。 A

ＳＡＮ等の連携体制を整備するなど、救急搬送体制の
充実とともに救急隊と医療機関との連携強化を図り、
速やかに専門的な診療が開始できる体制の構築を促
進します。

急性期から回復期までの病床の機能分化と生活期
（維持期）まで切れ目なく移行できる連携体制の構築
に取り組み、病態に応じた適切な医療の提供を目指
します。

235

(ｲ)
心
血
管
疾
患

(a)

(C) 235
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ページ 取り組むべき施策 関係課 事業名及び概要 令和6年度の取組実績等 令和7年度の取組予定
評価

（個別）
総合評価

a 236

患者数の急激な増加が予想される「心不全」への対
応として、心血管疾患に関するリハビリテーションの理
解を深めるための、医療従事者等に向けた研修会を
実施します。

疾病対策課
〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　生活期を支える介護職向け研修を実施。

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　脳卒中心臓病等支援センターとの共催により、
生活期を支える介護職向け研修を実施。

○医療従事者等に向けた研修会を実施。 A

b 236

二次保健医療圏ごとに地域リハビリテーション・ケア
サポートセンターと協力医療機関などが連携した体制
の整備を進めます。

地域包括ケア課
地域包括ケアシステム広域支援事業
地域リハビリテーション支援体制を整備するため、リ
ハビリ専門職の質の向上や市町村支援を実施する。

リハビリ専門職に対する研修を実施
・令和6年度：年度末までに7回実施見込（地域ケア会
議での有効な助言方法や通いの場への支援方法、介護
予防体操の指導方法など）
地域リハビリテーション・ケアサポートセンターを県
内10か所に委託し、市町村事業への派遣調整や相談業
務を、年度末まで順調に実施見込

リハビリ専門職に対する研修を実施
・令和7年度：年間7回実施見込（地域ケア会議での有
効な助言方法や通いの場への支援方法、介護予防体操
の指導方法など）
地域リハビリテーション・ケアサポートセンターを県
内10か所に委託。市町村事業への派遣調整や相談業
務。

A

c 236

埼玉県総合リハビリテーションセンターの医療部門に
おいて、復職などの社会復帰を支援し、生活の質（Ｑ
ＯＬ）の向上を目指した良質な医療サービスを提供し
ます。

福祉政策課
○脳血管障害や神経内科疾患（難病）等の重度の患者
に対して、高度のリハビリテーション医療を行う。
（病床数１２０床）

○高齢化により増加する神経難病への総合的なリハビ
リや重度の後遺症となる脳血管疾患患者（高次脳機能
障害）への対応など、民間の医療機関の対応が困難で
あるが、県民にとって必要な政策的医療を担った。

延べ入院患者数
　R5 31,058人　R6（12月末現在）　26,549人
延べ外来患者数
　R5 16,637人　R6（12月末現在）　12,488人

高齢化により増加する神経難病への総合的なリハビリ
や重度の後遺症となる脳血管疾患患者（高次脳機能障
害）への対応など、民間の医療機関の対応が困難であ
るが、県民にとって必要な政策的医療を担っていく。

A

d 236

専門的なリハビリテーション等に関するスタッフ育成の
ため、介護支援専門員や医療従事者を対象に、医療
と介護・福祉の連携事例の紹介等の研修を実施しま
す。

障害者福祉推進課

事業名：総合リハビリテーションセンター主催研修
概要：県内の福祉・保健・医療関係者等を対象に障害
者のリハビリテーションに関する情報を提供する場と
して、研修・講座を実施する。

リハビリテーションテーマ別研修：5コース10講座62講
義を県公式YouTube配信により1月末まで実施。
（コース①総論編、脳血管障害編、脊髄損傷編、神経
難病編、高次脳機能障害編、コース②口腔ケア、コー
ス③肥満対策編、スポーツ施設編、コース④福祉用具
の有効活用、コース⑤高次脳機能障害者の暮らしを支
えるために （家族支援編）

リハビリテーションテーマ別研修：5コース10講座を県
公式YouTube配信により実施。
（コース①総論編、脳血管障害編、脊髄損傷編、神経
難病編、高次脳機能障害編、コース②口腔ケア、コー
ス③肥満対策編、スポーツ施設編、コース④福祉用具
の有効活用、コース⑤高次脳機能障害者の暮らしを支
えるために

A

e 236
市町村に対する先進的な取組の紹介やグループワー
ク等を行う研修を開催し、市町村の効果的な介護予
防事業の実施を支援します。

地域包括ケア課

地域包括ケア人材育成事業費
・地域包括ケア基礎研修
・介護予防実践者向け研修
（サービスCやリエイブルメントについて）

(1)地域包括ケアシステム基礎研修の開催
・5/27～動画配信（地域包括ケアの全体像等）229名参
加
・7/1,9オンライン研修（介護予防・生活支援サービス
事業・地域ケア会議・生活支援体制整備事業等）172名
参加
・7～8月集合研修（4地区で開催、グループワーク等）
172名参加
(2)介護予防実践者向け研修の開催（9/5、231名参加）

・地域包括ケアシステム基礎研修を実施
・介護予防実践者向け研修を実施

A

(ｲ)
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ページ 取り組むべき施策 関係課 事業名及び概要 令和6年度の取組実績等 令和7年度の取組予定
評価

（個別）
総合評価

障害者福祉推進課

高次脳機能障害者支援事業費等
（概要）
・総合リハビリテーションセンター内に開設されてい
る高次脳機能障害者支援センターによる総合相談窓口
設置（当事者・家族、関係機関からの相談、サービス
利用、復職等に向けた関係機関との相談調整、支援機
関への後方支援、家族会等への支援、各部門の利用調
整、助言・情報提供等支援）
・総合リハビリテーションセンター各部門での支援と
連携
【診療部門】高次脳機能障害の診断・評価、リハビリ
訓練（作業療法、言語聴覚療法、理学療法、臨床心
理）
【障害者支援施設】障害者支援法による生活訓練、事
務・OA系訓練等
【認定健康増進施設】体育訓練を通した体力の維持・
向上、対人コミュニケーションスキルの向上

・総合リハビリテーションセンター内に開設されてい
る高次脳機能障害者支援センターによる総合相談窓口
総合受付件数：R6(12末現在)　2,985件
・他委託している医療機関での相談受付件数：R6(12末
現在) 125件
・総合リハビリテーションセンター各部門での支援と
連携
【診療部門】専門外来受診者数：R6(12末現在) 84人
【障害者支援施設】
施設利用者における高次脳機能障害者の状況
自立訓練（機能訓練）33人/46人中、自立訓練（生活訓
練）17人/17人中、就労移行支援29人/30人中（R6.12末
現在）
【認定健康増進施設】
体育訓練、グループ活動による支援

左記取組を継続 A

疾病対策課
〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　生活期を支える介護職向け研修を実施。

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　埼玉県脳卒中心臓病等総合支援センターとの共催に
より、生活期を支える介護職向け研修を実施。

○生活期を支える介護職向け研修を実施。 A

障害者福祉推進課

事業名：総合リハビリテーションセンター主催研修
概要：県内の福祉・保健・医療関係者等を対象に障害
者のリハビリテーションに関する情報を提供する場と
して、研修・講座を実施する。

リハビリテーションテーマ別研修：5コース10講座62講
義を県公式YouTube配信により1月末まで実施。
（コース①総論編、脳血管障害編、脊髄損傷編、神経
難病編、高次脳機能障害編、コース②口腔ケア、コー
ス③肥満対策編、スポーツ施設編、コース④福祉用具
の有効活用、コース⑤高次脳機能障害者の暮らしを支
えるために （家族支援編）

リハビリテーションテーマ別研修：5コース10講座を県
公式YouTube配信により実施。
（コース①総論編、脳血管障害編、脊髄損傷編、神経
難病編、高次脳機能障害編、コース②口腔ケア、コー
ス③肥満対策編、スポーツ施設編、コース④福祉用具
の有効活用、コース⑤高次脳機能障害者の暮らしを支
えるために

A

疾病対策課 －
〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　埼玉県脳卒中心臓病等総合支援センターとの共催に
より、生活期を支える介護職向け研修を実施。

○生活期を支える介護職向け研修を実施。

障害者福祉推進課

高次脳機能障害者支援事業費等
（概要）
・総合リハビリテーションセンター内に開設されてい
る高次脳機能障害者支援センターによる総合相談窓口
設置（当事者・家族、関係機関からの相談、サービス
利用、復職等に向けた関係機関との相談調整、支援機
関への後方支援、家族会等への支援、各部門の利用調
整、助言・情報提供等支援）及び高次脳機能障害に対
する普及啓発
・総合リハビリテーションセンター（障害者支援施
設）での、障害者支援法による自立訓練（機能訓
練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援サービス
の提供等

・総合リハビリテーションセンター内に開設されてい
る高次脳機能障害者支援センターによる総合相談受付
件数：R6(12末現在)　2,985件
・他委託している医療機関での相談受付：R6(12末現
在) 125件
・障害者支援施設利用者における高次脳機能障害者の
状況
自立訓練（機能訓練）33人/46人中、自立訓練（生活訓
練）17人/17人中、就労移行支援29人/30人中（R6.12末
現在）

左記取組を継続 A

疾病対策課 ○循環器病の後遺症等に関する知識の普及啓発

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　埼玉県脳卒中心臓病等総合支援センターとの共催
により、県民向け公開講座を実施
　県広報誌(彩の国だより)への掲載、
　県ホームページ・ＳＮＳ等により啓発

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　県民向け公開講座を実施
　県広報誌(彩の国だより)への掲載、
　県ホームページ・ＳＮＳ等により啓発

A

d 237
介護保険の第２号被保険者で、特定疾病により日常
生活を営む上で支障がある方に対し、適切な介護
サービスが受けられるよう取り組みます。

地域包括ケア課

介護保険制度運営推進事業費
　介護保険制度の運営を円滑に行うため、苦情処理体
制の整備、不服申し立てへの対応、介護給付適正化な
どの取組を進める。

・埼玉県国民健康保険団体連合会　苦情相談処理件
数　R5：388件、R6（4～12月）：232件
・介護保険審査会　開催回数　R5：4回（裁決7
件）、R6（4～1月）：3回（裁決3件）
・介護給付適正化対策事業推進会議　開催回数　2回

・埼玉県国保連に対し、介護保険サービスに関する
苦情相談窓口を運営する経費を補助する。
・要介護認定や介護保険料等に対する審査請求を処
理するため、介護保険審査会を運営する。
・適切な介護サービスの確保のため、市町村が介護
給付の適正化を図れるよう、必要な助言・指導を行
う。

A

e 237
かかりつけ歯科医等による医科歯科連携や歯科口腔
保健の充実を図ります。

健康長寿課

・8020運動推進特別事業
　市町村関係者や病院等施設関係者などに対し、各ラ
イフステージの特性に応じた各種研修会を開催する。
※かかりつけの歯科医師を持つことに特化した事業
（予算）なし。

・指標　かかりつけの歯科医師（歯科医院）を持つ者
の割合の増加
  策定時77.9%（R2年度）→現状値79.2%（R4年度）
・研修会等の開催（代表例）
　成人歯科保健推進研修会
　　　R4:3回151名、R5:3回136名

・指標　かかりつけの歯科医師（歯科医院）を持つ者
の割合の増加

・研修会等の開催（代表例）
　成人歯科保健推進研修会（3回予定）

A

カ
 
緩
和
ケ
ア

(ｲ) 237

多職種連携や地域連携の下で、循環器病患者の状
態に応じた適切な緩和ケアについて、医師や薬剤師、
看護師等に対する循環器病の緩和ケアに関する研修
会等を実施することで、専門的な緩和ケアの質や緩
和ケアの提供体制の充実を図ります。

疾病対策課 ○緩和ケアに関する研修会の実施

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　埼玉県脳卒中心臓病等総合支援センターとの共催
により、生活期を支える介護職向け研修を実施。
　北部・秩父地域連携会議の開催及び介護職員向け
研修を実施。

○生活期を支える介護職向け研修を実施。 A

市町村相談支援体制を支える市町村職員や相談支
援従事者などへの研修を実施します。

循環器病の後遺症を有する者に対する福祉サービス
の提供を引き続き推進するとともに、失語症者に対す
る意思疎通支援や高次脳機能障害に対する支援体
制の強化、てんかん患者が地域において適切な支援
を受けられるような取組を行います。また、循環器病
の後遺症等に関する知識等について普及啓発を行い
ます。

てんかん、失語症等の循環器病の後遺症を有する者
に対する相談・診断・治療から職能訓練、社会復帰ま
でも含めた総合的なリハビリテーションサービス機能
を充実させます。

a

b 237

C 237

237

オ
 
後
遺
症
を
有
す
る
者
に
対
す
る
支
援

(ｲ)
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健康長寿課

・8020運動推進特別事業
　市町村関係者や病院等施設関係者などに対し、各ライフ
ステージの特性に応じた各種研修会を開催する。
※かかりつけの歯科医師を持つことに特化した事業（予算）
なし。

・指標　かかりつけの歯科医師（歯科医院）を持つ者
の割合の増加
  策定時77.9%（R2年度）→現状値79.2%（R4年度）
・研修会等の開催（代表例）
　成人歯科保健推進研修会
　　　R4:3回151名、R5:3回136名

・指標　かかりつけの歯科医師（歯科医院）を持つ者
の割合の増加

・研修会等の開催（代表例）
　成人歯科保健推進研修会（3回予定）

A

薬務課

薬局のかかりつけ機能強化推進事業
地域包括ケアシステムを支える機関の一つである薬
局のかかりつけ機能の強化するため、認知症対応や
ポリファーマシー対策等の推進を図る。

・薬剤師を対象とした研修会を開催
①薬剤師認知症対応力向上研修会 2回、地域包括ケ
ア課実施分39人・薬務課実施分43人受講
②ポリファーマシー対策研修会 1回、247人受講
・ポリファーマシー対策事業の実施 7月～12月
③オンライン服薬指導研修会 1回、247人受講
④在宅医療の推進に関する研修会 1回、2/9実施

多職種も含めた病院薬剤師と地域の薬局薬剤師の連
携体制を強化し、在宅医療における薬剤師全体の資
質向上を図るため、薬薬連携推進事業を行う。

A

医療整備課

〇在宅医療体制強化事業及び在宅緩和ケア地域支援
事業
　埼玉県在宅医療部会や埼玉県在宅緩和ケア推進検
討委員会での在宅医療に関する体制整備の検討

○埼玉県在宅医療部会（R7.1.16)の実施
　(1)第８次埼玉県地域保健医療計画（在宅医療の推
進）の進捗状況について
　(2)在宅医療に関する実態調査の結果報告について
（ＡＣＰの普及について）
○埼玉県在宅緩和ケア推進検討委員会(R7.1.29)の実
施
　(1)在宅医療及び在宅緩和ケアの実態調査の結果報
告について
　(2)PCAポンプにおけるオピオイド投与量換算表に
ついて

○埼玉県在宅医療部会の実施
○埼玉県在宅緩和ケア推進検討委員会の実施

A

疾病対策課

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　医療連携体制の構築に向けた取組を行い、急性期
から回復期、生活期まで、患者の医療が一貫して提
供される体制を構築を目指す。

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　埼玉県脳卒中心臓病等総合支援センターとの共催
により、北部・秩父地域連携会議の開催及び介護職
員向け研修を実施。

○生活期を支える介護職向け研修を実施。

高齢者福祉課

医療・介護連携強化対策事業
医療関係者と介護支援専門員等が連携を深め、地域
包括ケアの推進に必要な知識の習得と技術の向上を
図ることを目的とした研修会の実施

・対象者：医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門
員、行政関係職員等

・「在宅医療研修会」を開催した（受講者 127名）
　テーマ：春日部市における多職種連携について
・「医療・介護・福祉の連携に関する研修会」を開催した（受
講者 89名）
　テーマ：基幹病院と地域密着型病院の医療介護福祉連携
を考える―令和６年度診療報酬改定を受けて―

・対象者：医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護
支援専門員、行政関係職員等

「在宅医療研修会」を開催
「医療・介護・福祉の連携に関する研修会」を開催

A

医療整備課

〇在宅医療の連携体制構築支援事業
　関係機関相互の連携により、各地域の在宅医療が
円滑に提供される体制を構築するため、地域の課題
抽出や対応策の検討、関係者による連携会議等を開
催する費用を補助。

〇郡市医師会への医療介護従事者向け補助事業の実
施（30郡市医師会）※実績は年度末に確認

〇郡市医師会への医療・介護従事者向け補助事業の
実施

A

医療人材課

①訪問看護体験実習の実施、②新人訪問看護師の合
同研修の実施、③高度な医療に対応する訪問看護師
の育成、④訪問看護教育ステーションによる研修等
の実施

①訪問看護体験実習参加者230人(見込み)　②新人訪
問看護師の合同研修参加者 前期130人・後期200人
(見込み) ③高度な医療に対応する訪問看護師の育成
8人(見込み)　④訪問看護教育ステーションによる研
修等の実施22回（見込み)
※実績は年度末に確定

①訪問看護体験実習参加者230人予定　②新人訪問看
護師の合同研修参加者 前期130人・後期200人予定
③高度な医療に対応する訪問看護師の育成8人予定
④訪問看護教育ステーションによる研修等の実施22
回

A

疾病対策課

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　医療連携体制の構築に向けた取組を行い、急性期
から回復期、生活期まで、患者の医療が一貫して提
供される体制を構築を目指す。

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　埼玉県脳卒中心臓病等総合支援センターとの共催
により、生活期を支える介護職向け研修を実施。
　県広報誌(彩の国だより)への掲載、
　県ホームページ・ＳＮＳ等により啓発

○生活期を支える介護職向け研修を実施。 A

キ
 
社
会
連
携
に
基
づ
く
対
策
・
患
者
支
援

(ｲ) c 238
円滑な在宅療養への移行のために、在宅医療を担う
医療と介護の関係機関相互の連携強化や在宅医療
に関わる医療・介護従事者の人材育成を行います。

県民に対して、かかりつけ医、かかりつけ歯科医、か
かりつけ薬剤師・薬局などを持つように働き掛け、医
科歯科連携及び歯科口腔保健の充実並びに服薬アド
ヒアランス（患者が積極的に治療方針の決定に参加
し、その決定に従って治療を受けること）の向上を図り
ます。

238

b 238
在宅医療において、多職種が専門的な知識を活かし
ながらチームとして患者や家族をサポートする体制を
構築します。

a

7/9



ページ 取り組むべき施策 関係課 事業名及び概要 令和6年度の取組実績等 令和7年度の取組予定
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地域包括ケア課

地域包括ケア人材育成事業費
市町村職員及び在宅医療連携拠点のコーディネー
ターを対象に、医療と介護の連携に関する研修を実
施。

医介連携研修を実施
・令和6年度：11/22オンライン開催、参加者28名
（講義：「埼玉の最多満足のいく骨粗鬆症連携」、
情報交換）

医介連携研修を実施 A

医療整備課
〇在宅医療連携拠点の機能強化研修
　在宅医療連携拠点の強化を図るための研修を実
施。

〇在宅医療連携拠点コーディネーター研修会　2回実
施予定（うち1回実施済み）
（第１回　9.26）
　在宅版 ＢＣＰ（連携型・地域）及び業務継続を意
識した多職種連携について等

〇在宅医療連携拠点の機能強化のための研修実施。 A

e 238

地域の特性に応じた連携が推進されるよう、地域連
携パスをはじめとした様々な方法について検討し、急
性期から生活期（維持期）まで切れ目なく移行できる
体制づくりを進めます。

疾病対策課

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　医療連携体制の構築に向けた取組を行い、急性期
から回復期、生活期まで、患者の医療が一貫して提
供される体制を構築を目指す。

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　埼玉県脳卒中心臓病等総合支援センターとの共催
により、生活期を支える介護職向け研修を実施。
　北部・秩父地域連携会議の開催及び介護職員向け
研修を実施。

○医療機関同士の連携に関する検討会議を実施。
○生活期を支える介護職向け研修を実施。

A

f 238

専門医療を行う医療機関と、かかりつけ医との連携が
重要であることから、患者がかかりつけ医のみなら
ず、専門的な医療を行う医療機関からもフォローを受
けることができるよう、仕組みづくりを進めます。

疾病対策課

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　医療連携体制の構築に向けた取組を行い、
急性期から回復期、生活期まで、患者の医療が
一貫して提供される体制を構築を目指す。

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　埼玉県脳卒中心臓病等総合支援センターとの共催
により、生活期を支える介護職向け研修を実施。
　北部・秩父地域連携会議の開催及び介護職員向け
研修を実施。

○医療機関同士の連携に関する検討会議を実施。
○生活期を支える介護職向け研修を実施。 A

g 238
かかりつけ歯科医等による医科歯科連携や歯科口腔
保健の充実を図ります。

健康長寿課

・8020運動推進特別事業
　市町村関係者や病院等施設関係者などに対し、各
ライフステージの特性に応じた各種研修会を開催す
る。
※かかりつけの歯科医師を持つことに特化した事業
（予算）なし。

・指標　かかりつけの歯科医師（歯科医院）を持つ
者   の割合の増加
  策定時77.9%（R2年度）→現状値79.2%（R4年度）
・研修会等の開催（代表例）
　成人歯科保健推進研修会
　　　R4:3回151名、R5:3回136名

・指標　かかりつけの歯科医師（歯科医院）を持つ
者の割合の増加

・研修会等の開催（代表例）
　成人歯科保健推進研修会（3回予定）

A

238d

市町村が実施する在宅医療・介護連携推進事業とし
て運営されている在宅医療連携拠点について、在宅
医療を担う医療と介護の連携を推進する窓口拠点と
して積極的な役割を果たせるよう支援します。
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多様な働き方推進課

○仕事と生活の両立支援事業
　病気治療等と仕事との両立に悩む勤労者を対象に
相談を受け付け、情報提供を行うとともに、相談内
容に合う具体的支援窓口へ橋渡しを行う。

○仕事と生活の両立支援事業
　病気治療等と仕事との両立に関する相談を受け付
け、情報提供を行う。
（相談件数：75件 令和6年12月末時点）

○病気治療等と仕事との両立に関する相談を受け付
け、情報提供を行う。

A

疾病対策課
○治療と仕事の両立支援のための相談支援体制の充
実を図る。

○治療と仕事の両立支援のための相談支援体制の検
討

○治療と仕事の両立支援のための相談支援体制の検
討及び実行

B

b 238

治療と仕事の両立支援体制の確立のため、主治医、
会社・産業医及び両立支援コーディネーターによる、
患者への「トライアングル型サポート体制」の構築を推
進し相談支援体制を充実させます。

疾病対策課
○治療と仕事の両立支援のための相談支援体制の充
実を図る。

○治療と仕事の両立支援のための相談支援体制の検
討

○治療と仕事の両立支援のための相談支援体制の検
討及び実行

B

a
子供の健やかな成育を確保するため、学校健診等の
機会における小児の循環器病患者の早期発見を引き
続き推進します。

保健体育課

学校健康教育推進費
○県立学校生徒等健康管理
　学校保健安全法で定める健康診断、結核健診、尿検
査、心臓検診の実施。

・児童生徒の循環器病患者の早期発見のため、学校健
診等を実施。

○県立学校生徒等健康管理
　学校保健安全法で定める健康診断、結核健診、尿検
査、心臓検診の実施。

S

b

小児期から成人期へ切れ目なく適切な医療を受けら
れるよう、埼玉県移行期医療支援センターを設置し、
移行期の循環器疾患に対応できる医療機関と連携し
て「移行期医療支援」を推進します。

健康長寿課

・移行期医療支援体制整備事業
小児期から成人期への移行期にある小児慢性特定疾病
児童等へ適切な医療と提供するため、小児期及び成人
期の医療を担う医療従者間の連携などの支援体制の整
備や患者の自律支援を行う。

・相談窓口の設置
県立小児医療センター内　8時30分～17時
相談件数 626件（令和5年度）
・移行期医療支援センターのホームページにおいて移
行期に関する事項を周知。
・関係機関等による意見交換の場を設け課題整理、取
組の検討を実施。
・患者の自律支援を促進するため当事者及びその家族
向けのセミナー開催（令和5年度：58名参加、令和6年
度：35名参加）

・相談窓口の設置
・移行期医療支援センターのホームページにおいて移
行期に関する事項を周知。
・関係機関等による意見交換の場を設け課題整理、取
組の検討を実施。
・患者の自律支援を促進するため当事者及びその家族
向けのセミナー開催

A

c

長期の治療や高額な医療費負担が必要となる小児慢
性特定疾病に罹患する子供に対して、医療費の助成
を行うとともに、相互交流やボランティア等との交流に
よりコミュニケーション能力や社会性の涵養を図り、子
供の自立支援を推進します。

健康長寿課

・長期の治療と高額な医療費負担が必要となる小児慢
性特定疾病にかかっている子どもに対する医療費の助
成を行う。
・小児慢性特定疾病にり患している児童の相互交流や
ボランティア等との交流を行い、コミュニケーション
能力や社会性の涵養を図り、子どもの自立支援の取組
を行う。

・小児慢性特定疾病受給者への医療費助成
・長期療養児教室事業
　各保健所にて実施中
・ピアカウンセリング事業
　年1回開催（参加人数は未確定）
・相互交流支援事業
　4団体6事業を患者団体に委託した。(157名の小慢児
童が参加）

・小児慢性特定疾病受給者への医療費助成
・長期療養児教室事業
　各保健所にて実施予定
・ピアカウンセリング事業
　年1回開催予定
・相互交流支援事業
　年度当初に事業実施団体を公募予定。

A

a

循環器病に関する科学的根拠に基づいた正しい情報
を提供するため、県と医療機関、関係団体等が協力し
て循環器病に関する様々な情報を収集し、県民に提
供します。

疾病対策課

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　循環器病に関する知識の普及啓発を目的とし、県民
向け公開講座、県広報誌(彩の国だより)への掲載、民
間企業の広報誌への掲載、ポスターチラシの作成・配
布、県ホームページ・ＳＮＳ等による啓発を実施。

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　県民向け公開講座(1回)、
　日本心不全学会市民公開講座(知事登壇)
　県広報誌(彩の国だより)への掲載8月、１月
　民間企業の広報誌への掲載(コープ)、
　ポスターチラシの作成・配布、年１回
　ラジオCMによる啓発　1クール
　県ホームページ・ＳＮＳ等随時更新・発信

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　県民向け公開講座
　県広報誌(彩の国だより)への掲載、
　民間企業の広報誌への掲載、
　ポスターチラシの作成・配布、
　県ホームページ・ＳＮＳ等により啓発

A

b

各地域において、患者やその家族が、医療、介護及
び福祉サービスに係る必要な情報に急性期から確実
にアクセスでき、ライフステージに応じた課題の解決
につながるような取組を推進します。

疾病対策課

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　医療連携体制の構築に向けた取組を行い、急性期
から回復期、生活期まで、患者の医療が一貫して提
供される体制を構築を目指す。

〇循環器対策推進事業【地域連携推進事業】
　埼玉県脳卒中心臓病等総合支援センターとの共催
により、生活期を支える介護職向け研修を実施。
　北部・秩父地域連携会議の開催及び介護職員向け
研修を実施。

○医療機関同士の連携に関する検討会議を実施。
○生活期を支える介護職向け研修を実施。

A

c
地域包括ケアシステムの機能強化を図るため、市町
村や地域包括支援センターの職員を対象とした研修
を実施します。

地域包括ケア課

・地域包括ケアシステム基礎研修事業
地域包括ケアシステムの基本的な知識を習得するため
の研修を実施し、地域包括ケアシステムの全体を見渡
すことができる人材の育成を図る。
・地域包括ケアシステム実践者向け研修事業
専門研修として、地域包括ケアシステムで中核をなす
人材向けにスキルアップを学べる研修を実施する。

⑴地域包括ケアシステム基礎研修の開催
・5/27～動画配信（地域包括ケアの全体像等）229名参
加
・7/1,9オンライン研修（介護予防・生活支援サービス
事業・地域ケア会議・生活支援体制整備事業等）172名
参加
・7～8月集合研修（4地区で開催、グループワーク等）
172名参加
⑵地域包括ケアシステム実践者向け研修
下記のテーマごとに研修を実施
・介護予防　9/5 231名参加
・地域ケア会議（対象者を分けて3回実施）
11/4,26,12/17 223名参加
・生活支援体制整備事業（2回×3日程）300名参加
  ①9/11,20,25
  ②10/10,21,22

・地域包括ケアシステム基礎研修を実施
・地域包括ケアシステム実践者向け研修を実施（介護
予防、地域ケア会議、生活支援体制整備事業）

A
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a 238

循環器病を経験した患者が、社会に受け入れられ、
自身の病状に応じて治療の継続を含め自らの疾患と
付き合いながら復職や就労できるよう、患者の状況に
応じた治療と仕事の両立支援ができる相談支援体制
の充実に取り組みます。

(ｲ)
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ケ
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が
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対
策

(ｲ)

(ｲ)

239

239
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